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大阪府都市整備部住宅建築局建築指導室建築振興課では、不動産取引を規制する宅地建

物取引業法に基づき、宅地建物取引業の免許業務を行い、適正な運営と公正な宅地建物取

引を確保するため、業務について必要な指導監督を行うとともに、府民の方々からの取引

相談も行っています。 

私達が不動産の取引をすることは一生に何

度もあることではありません。不動産は高額で、

不動産取引に関する法律もむずかしく、ちょっ

としたミスも許されません。しかしながら現実

には、宅地建物取引業者（以下「業者」といい

ます。）との不動産取引のトラブルに関する相

談が当課に日々寄せられています。トラブルが

起こってから右往左往するのではなく、トラブ

ルを未然に防ぐ心構えが大切です。 

 そこで、これから不動産を購入される方に、

ちょっとアドバイスしたいと思います。 
 

衝動買いは失敗のもと 
 いわゆる衝動買いがトラブルの原因になっているケースなどは、十分な調査をすることによって

トラブルを防げることがあります。 

しかし、それだけでトラブルが防げるわけではありません。不動産取引には多くの法律・制度が

あり、しかも日常不慣れな契約書の作成などをするため、かなりの専門知識が要求されます。 
  

努力こそ安全への近道－わからないなら、わかる努力を－ 
それでは、安全な取引方法はないのでしょうか？残念ながら絶対安全ということはありません。

ただ、努力(調査など)することによって安全性を高めることはできます。 

相談者の中には、“素人だから、何もわからないであたりまえ。”という事を平然と言う方もいま

すが、いったん契約してしまえば、 

その理屈で契約の無効や解除を主

張しても、通ることはまずありま

せん。不動産の取引では、知らな

いことによって大損をすることが

よくあります。 

このことを十分自覚し、わから

ないならわかる努力をし、できる

だけ取引の安全性を高めるよう注

意をはらってください。 

不動産を購入しようとする方に 
ちょっとアドバイス 
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計画から契約までの流れ  

購入計画をねる 

 

不動産情報の収集・選択 

 

物件・宅地建物取引業者の調査  

 

契約条件の確認・交渉  

 

重要事項の説明 

 

契約書への署名・調印 ＝ 契約成立 

 

 

 

 

 

営業担当者のペースにはまるな 

 「住宅の購入というものは、十分検討してからに……。」と思っていても、今住んでいる住宅よ

り少しでも広く、見栄えのいい住宅に案内されるとついつい営業担当者のすすめるままに契約書に

印鑑をついたり、安易にお金を渡してしまうことがあるようです。 

 後になって「しまった！」と思うよう

な契約をしないためには、営業担当者の

強引な勧誘を断るだけの勇気も必要です。

もし自信がないときは、あなたの身近で

経験をもった信頼できる友人などにつき

そってもらって、業者から物件案内を受

けるのも、一つの方法です。 

Ⅰ．安心できるマイホーム購入のために 

 

 

 

１ 慎重でゆとりのある 
購入計画を 
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購入計画のポイント 

 広告やセールストークをうのみにして安易

な気持ちで購入するのではなく、資金の都合は

どうか、家族の意向はどうなのか、また、将来

の家族構成はどうなるのか、まわりの環境はど

うなるのか等、長期的展望にたった購入計画を

たてることが必要です。 

 次のような点を考慮し、計画をたてましょう。 
 

 ど の 地 域 で    
 

どのような住宅に 
するのか 

 

 価格はどの程度の 
 ものにするのか 

             

住宅購入時、必要な諸費用 

１．税 金 

登録免許税（国   税）･･･登記簿に登記をするときに納める税 

不動産取得税（都道府県税）･･･不動産（土地・家屋）を取得したときにかかる税 

印 紙 税（国   税）･･･土地や家屋の売買や建築請負
うけおい

などで、契約書を作成したときに

かかる税 

固定資産税（市 町 村 税）･･･毎年 1 月 1 日現在に固定資産（土地・家屋など）を所有して

いる人にかかる税 

都市計画税（市 町 村 税）･･･都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用にあてるため設

けられた税 

消 費 税 等（国 税 等）･･･物品やサービスの売上げが課税の対象となりますが、最終的に

は消費者が負担する税（建物代金等にかかります） 

※ 具体的な額や計算方法等については、税に関する問い合わせ先で確かめてください。 

［P.56『参考資料８ 関係官公庁・各種団体』参照］ 

２．登記手数料（司法書士会に問い合わせてください。［P.56『参考資料８ 関係官公庁・各種団体』参照］） 

３．業者に支払う媒介（仲介）手数料［P.48『参考資料１ 媒介（仲介）手数料の額』参照］ 

４．引越費用 

５．住宅ローンを受ける場合の諸費用 
      

ロ ー ン 事 務 手 数 料 
     保 証 保 険 料 
     火 災 保 険 料 
     生 命 保 険 料 など 

・交通の利便、通勤・通学・買物の利便、公共機関や付近の環

境を考慮する。 

・新築住宅か中古住宅か。 

・マンションか一戸建住宅か。 

・どのような間取りか（家族構成を参考にして） 

・手持ち資金はいくらか。 

・融資（ローン）などの資金調達方法はどうするか。 

 また、返済能力はどの程度か。 

利用される住宅ローンによって必要

な諸費用が異なりますので、事前に

よく確かめておく必要があります。 

 

バリアフリーは  

（抵当権設定登記費用・印紙税） 
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住宅ローンは返済能力に応じて 

 住宅ローンは、長期間にわたって返済する借金であることを肝に銘じておかなくてはなり

ません。 

 住宅ローンの返済が苦しくて、せっかく手に入れた住宅を手放さざるを得なくなるケースが

近年増えていますが、これでは何のためにマイホームを購入したのかわかりません。将来の返

済能力を十分に検討し、余裕をもった借り入れにとどめるべきです。くれぐれも“借りすぎ”

に注意しましょう。 

 

 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ 買換
か い か

えをするときの注意点 
  

今住んでいる住宅を売却して、新たに住宅を購入する場合、新規物件の売買契約を

先にしてしまうと、所有物件が売れないときは、非常に困ることになります。 

そのような事態を避けるためには、次の方法が考えられます。 

 

① 今住んでいる住宅を先に売ってから、新たな物件を購入する。 
 

 

 

 

 

② 買換え条項といわれる、特約付の売買契約をする。 
※ 新規物件の購入にあたり、「売主の所有物件が令和○年○月○日までに、金○○万

円以上で売却できなかったとき、またはその売却代金の受領ができなかった場合には

契約を白紙にする。」という特約をつけておくことが賢明です。 

［P.36『土地・建物売買契約書の参考例 特約』 参照］ 

 

 

 

 

 

 

 

③ 業者に所有物件の下取りをしてもらう。 
※必ず契約書に下取り特約（下取り価格等）を明記しましょう。 

 

所 有 物 件 の 

売 却 契 約 

売却代金

の 受 領 

新規物件の 

購 入 契 約 

購入代金の 

支 払 い 

買 換 え 条 項 

特 約 付 

新 規 物 件 

購 入 契 約 

所有物件の 

売 却 契 約 

売却代金の 

受 領 

購入代金の 

支 払 い 

所 有 物 件 

下取り特約付 

新 規 物 件 

購 入 契 約 

売買代金の受領 

購入代金の支払い 
（同時） 
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購入計画にあった広告を選ぼう 
 不動産広告と一口にいっても千差万別です。かつてはチ

ラシや情報誌が中心でしたが、近年はインターネットで物

件探しをする人も増えています。広告にはそれぞれ特徴が

ありますので、それらを十分比較検討することが大切です。 

しかし、むやみに広告を集めても混乱を招くだけです。

まず、自分がどの地域で、どのような住宅を希望している

かを念頭におき、ある程度ターゲットを絞って効率的に情

報収集しましょう。 
 

キャッチフレーズにまどわされるな－不動産に掘り出し物は無い－ 
 不動産に関しては、素人には“掘り出し物”は、まず無いといえます。しかし、虚偽・誇大広

告で客寄せし、質の良くない物件を強引なセールスやあの手この手で売りつけようとする業者もい

ます。“格安”、“お買い得”といったうわべだけのキャッチフレーズにまどわされることなく、物

件の正確な情報を見きわめるよう心がけましょう。 

良い広告とは正確で情報量の多い広告 

良い広告とは、“正確で情報量の多い”広告といえます。特

に情報量は、多ければ多いほど、それだけ事前にチェックでき

る項目が増えるからです。 

なお、物件の有利な情報は大きな文字で表示される一方、不

利な情報は小さな文字で表示されることが多いので、小さな文

字にもよく注意して、見逃すことの無いよう注意しましょう。 
 

 

 

実は「建築
けんちく

条件付
じょうけんつき

土地
と ち

」ではありませんか 
マイホームを取得するにあたり、土地と住宅をセットで購入するのが、いわゆる「建売

たてうり

住宅」です。

一方、売主または売主の指定する建設業者との間で建築請負契約を結ぶことを条件として土地を購入

するのが、いわゆる「建築条件付土地」です。一般的に、「フリープラン」「自由設計」をうたってい

る物件の多くは、建売住宅ではなく建築条件付土地です。 

建築条件付土地の取引は、締結する契約の種類や法規制などが建売住宅と異なります。しかし、建

売住宅と建築条件付土地の違いを認識せずに契約し、後になってトラブルになる事例が見受けられま

す。購入しようとする物件が建売住宅なのか建築条件付土地なのか確認し、そのメリット・デメリッ

トをよく認識しておく必要があります。［P.49『参考資料２ 建築条件付土地売買契約』参照］ 

２ 不動産広告との接し方 

 

 

 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ   
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広告の主なチェックポイント 

購入計画を基準に次のような項目をチェックしましょう。 
   

 

項   目 チ ェ ッ ク 内 容 

（必須情報） 

・物 件 の 所 在 地 

・交 通 の 利 便 

・面 積 ・ 間 取 り 

・価 格 

 

・前面道路の状況 

 

・用 途 地 域 

 

・生活に必要な施設 

の 整 備 状 況 

・権 利 

 

・工事完了予定時期 

・業者の免許証番号 

 

・業者の取引態様 

 

（その他の情報） 

・公 共 公 益 施 設 

・周 辺 の 環 境 

 

 

希望するエリアかどうか。 

最寄駅からの所要時間。徒歩の場合１分＝80ｍが目安。 

規模や間取りが希望に合うかどうか。 

予算に合うかどうか。２戸以上の分譲物件の場合、最低価格、最

高価格、最多販売価格で表示されていることもある。 

４ｍ以上の幅が無いときは建物の建築に制限がかかる場合がある

ので注意。私道の場合は、私道負担の有無に注意。 

都市計画によって建築できる建物の種類が異なります。また、住

宅地、商業地など地域のイメージがわかります。 

電気・ガス・水道・排水施設等の整備状況や負担金の有無を確認

しておくこと。 

通常は所有権だが、定期借地権、地上権、賃借権等（マンション

（区分所有建物）の敷地など）の場合は、その旨表示されている。 

宅地や建物が未完成の場合は、いつ頃引き渡されるのか。 

知事免許か大臣免許か。営業年数はどれくらいか。［P.8『国土交通大

臣免許と知事免許の違い』参照］ 

売主・代理・媒介(仲介)の別。媒介(仲介)の場合、成約したら媒介

(仲介)手数料が必要。［P.48『参考資料１ 媒介（仲介）手数料の額』参照］ 

 

学校、病院、官公庁や商業施設の位置。 

近隣に工場、交通量の多い道路等、環境のマイナス要因がないか

どうか。 

 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ 調整区域内の土地には気をつけよう 
宅地分譲で“お買い得土地”などのキャッチフレー

ズで、周辺地域の開発などを大々的に宣伝しているけ

れども、このキャッチフレーズとは比較にはならな

い、小さな文字で「市街化調整
．．

区域」と書いている

広告が見られます。 

 市街化調整
．．

区域内は、都市計画法による制限で、

原則として住宅を建築できないことになっています

ので、マイホームを建てたい方は気をつける必要があ

ります。 

※ 市街化調整区域内で住宅を建築できるかどうかについては、都市計画法(開発許可関係)に

関する問合せ先で確かめてください。［P.56『参考資料８ 関係官公庁・各種団体』参照］ 
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業者の信用度とは？ 
 業者の信用度についての問い合わせがよくあります。しかし、実際にはこのご質問への回答は

不可能なのです。「信用度」については、客観的に判断できる資料が無いからです。住宅を購入す

る方々ができるだけ多くの情報を集めて、ご自身で判断してください。 

 大阪府知事免許の業者であれば、大阪府都市整備部住宅建築局建築指導室建築振興課で業者の免

許申請書を閲覧することができます。それを見れば、少なくとも業者の過去の営業実績や代表者の

ことなどがわかり、業者を選ぶ際の参考になるでしょう。 

 

業者のチェックポイント 
１．免許があるか。 

宅建免許がなければ宅地建物の売買や仲介などを業として行うことはできません。 

（免許業者であれば業者名簿を閲覧することができます。［次頁『業者名簿・免許申請書閲覧のポイ

ント』参照］） 
 

２．事務所は整備しているか。 

接客するための事務所は免許の要件です。事

務所には業者の標識、報酬額票を掲示する必要

があります。 
 

３．事務所に取引士がいるか。 

業者は、宅地建物取引の資格者である 

「宅地建物取引士」を事務所に常勤させる必要があります（「専任の宅地建物取引士」とい

います。）。 

なお、宅地建物取引士は、その氏名等が記載された写真付きの宅地建物取引士証の交付

を受けていますので、宅地建物取引士かどうかは宅地建物取引士証で確認することができ

ます。［P.16『重要事項の説明と書面の交付』参照］ 
 

４．営業担当者等は従業者証明書を携帯しているか。 

業者は、従業者に従業者証明書を携帯させる必要があります。従業者証明書には、従業者

の氏名、業務に従事する事務所の名称・所在地等が記載され、写真が付いています。 
 

５．行政処分を受けていないか。 

業者が業務停止処分等の行政処分を受けたことがあるかどうか（いわゆる処分歴）は監督

官庁で閲覧することができます。大阪府知事免許業者の場合、建築振興課で処分歴を閲覧す

ることができます。また、過去５年間の間に実施した行政処分についてはホームページで公

表しています。 
 

・過去５年間に行った行政処分 

→建築振興課ホームページ 

（https://www.pref.osaka.jp/kenshin/gyoseishobun/index.html） 

 

宅地建物取引業者票 
免 許 証 番 号 大阪府知事(0)第 00000 号 

免 許 有 効 期 間 
令和○年○月○日から 

令和○年○月○日まで 

商 号 又 は 名 称 ○○不動産株式会社 

代 表 者 氏 名 大阪 花子 
この事務所に置かれている  

専任の宅地建物取引

士 
不動 産太郎 

主 た る 事 務 所 

の 所 在 地 

大阪府○市○町○丁目○番○号 

電話番号 00（0000）0000 

３ 宅地建物取引業者の選び方 

 

 

https://www.pref.osaka.jp/kenshin/gyoseishobun/index.html
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業者名簿・免許申請書閲覧のポイント 

項   目 チ ェ ッ ク 内 容  

 

・免 許 の 有 無 
 

・営 業 年 数 
 
 

 
・代 表 者 ・ 役 員 
 

・取 引 士 
 

・事 務 所 
 

・商号等の変更状況 
 

・資 産 状 況 等 
 
 

・納 税 状 況 
 

・兼業している業種 
 

・過去の営業実績 
 
 

・保証協会への加入状況 
 
 
 

・行 政 処 分 歴 

 

無免許業者でないかチェック。 
 

免許証番号のカッコ内の数字は更新回数を示していますので、更新回

数から営業年数の長さがわかります。［下記『国土交通大臣免許と知事免許

の違い』参照］ 
 

氏名、年齢がわかります。 
 

事務所に常勤する専任
．．

の取引士の氏名がわかります。 
 

所在地と事務所の写真と実際とが相違ないかをチェック。 
 

商号や役員等が頻繁に代わる業者には注意。 
 

個人業者の場合：代表者の資産状況などをチェック。 

法人業者の場合：資本金、財務内容、株主などをチェック。 
 

法人税、所得税などの納税額がわかります。 
 

例えば建売業者の場合、建設業も兼業しているか。 
 

免許更新をした業者について、過去５年間の取引件数や額が、売主・

代理・媒介の別でわかります。 
 

全国宅地建物取引業保証協会、不動産保証協会への入会状況等。 

万が一、取引で被害を受けた場合、保証協会等から弁済される制度が

あります。［P.53『参考資料５ 弁済業務制度と弁済業務保証金制度』参照］ 
 

過去に業務停止等の処分を受けていないかどうかチェック。 
 

国土交通大臣免許と知事免許の違い 

 

・大臣免許 … 事務所が２以上の都道府県にある 
・知事免許 … 事務所が１都道府県のみにある 

 

どちらの免許を取得しても営業活動は全国で行えますので、効力の差はありません。 

また、免許は５年毎に更新が必要です(*)。 

新規免許であれば、大阪府知事（１）第○○○○○号というように、（ ）内の数字が５年間は、

“１”となっています。 

更新すれば、大阪府知事（２）第○○○○○号と（ ）内の数字が、更新のつど大きくなってい

きます。ただし、後ろの第○○○○○号は変わりません。 

つまり、（ ）内の数字が大きければ大きいほど、業歴の長い業者ということになります。 

（例）大阪府知事（１）第○○○○○号→営業年数：５年未満 

大阪府知事（２）第○○○○○号→営業年数：５年～10 年 
 

一般的に、業歴の長さは信用度を判断するうえで目安となりますが、業者が法人の場合は、経営

陣が変わることがあるので、（ ）内の数字が大きくても注意が必要です。 

(*)平成８年３月 31 日以前の免許は、３年毎に更新が必要でした。 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ   
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業者の評判を聞こう 
 建売住宅などの場合、過去にその宅地建物取引業者から購入した人に住宅の出来ばえや

アフターサービスなどを聞いてみましょう。 

 また、その宅地建物取引業者の事務所の近所の人などに、評判を聞いてみるのも一つの方

法です。 
 

取引態様（売主・代理・媒介(仲介)）の確認を 
 住宅を購入する場合、主に次の形式があります。 

  (A)売主業者と直接契約する 

  (B)媒介業者が入る 

  (C)売主の代理業者（いわゆる販売代理業者）と契約する 
  

 

ありま 

 

 

   

 
 

こういう業者には気をつけよう 
○ 「格安」「お買い得」等、根拠不明なキャッチフレーズで客を釣る。 

○ ローンについて甘い話をする。 

○ あなたの質問に対し、「はいはい」とか「大丈夫だから任せて」などと、根拠を示さず

あいまいな返答をする。 

○ むやみに契約をせまる。 

・ 「二番手の客が待っているから今すぐ判を押さないと買えなくなる」などと言う。 

・ 契約するための手付金をすぐ用意できない場合に、業者が手付金を立て替えたり、

後日の分割払いでＯＫと言う。 

○ 契約前に重要事項説明書を交付しない。 

○ 売主に会わせてほしいと言っても会わせない。 

“媒介”とは“仲人さん”のようなもの。 

業者まかせは禁物です

 不動産売買を「結婚」にたとえれば、媒介業者はいわば「仲人」

にあたります。仲人さんは、豊富な人生経験からさまざまな助言

や手助けをしたり、相手方に自分の意思を伝えてもらう、メッセ

ンジャーの役目を果たしますが、結婚するのは、あくまで本人同

士です。仲人さんにまかせきりにして、後で仲人に泣かされたと

いう話も聞きますが、不動産売買でも同じことが言えます。 

Ａ 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代理契約 業者 
∥ 
代理 

売買契約 

売主(*) 買主 

※Ｂの場合、媒介（仲介）手数料を支払う必要があります。 

［P.48『参考資料１ 媒介（仲介）手数料の額』参照］ 

業者 
∥ 
売主 

買主 

売買契約 Ｃ 

媒介 
* ＢＣの売主は業者の場合もありますし、業者では

ない場合もあります。ただし、Ｃの場合、たいて

いは業者が売主です(いわゆる｢販売代理｣)。 

媒介契約 

売主(*) 買主 

売買契約 

業者 業者 
媒介契約 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ   
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現地調査は必ず行いましょう（地図、巻尺、方位磁針など持参） 

 現地を見ずに契約して、後で悔やんでいる方を見かけます。契約の前には、必ず現地を

調査するようにしましょう。 
 

 １．現地調査は、2度以上すること。 

住環境は、天候や曜日、時間帯で異なります。 

また、冷静に判断するための期間をおくことも必要です。 
 

 ２．できるだけたくさんの人と一緒に調査すること。 

あなただけでなく、家族や経験のある友人等のアドバイスも役立ちます。 
 

 ３．ご近所や地元の人にもいろいろ聞いてみよう。 
 

 ４．あらかじめ現地調査のチェックリストを作っておこう。 

各々の購入者の家族構成や生活習慣によって異なることもあるでしょうが、最低限、

次の項目ぐらいは、必ずチェックしましょう。 

・ 物件の状況は？（外観、間取り、隣地との境界など） 

・ 交通の利便は？（通学、通勤など） 

・ 住環境は？（日照、通風、敷地の方角、交通騒音、

臭気、隣地の建設計画など） 

・ 日常生活は？（買物、病院、公共施設など） 

 

中古建物の購入の際には 
 建物は、築年数だけでなく、使用状況や管理状況により、随分と差が出てくるものです。

購入する建物が中古物件であるときには、最低、次のような項目についても、注意を払いた

いものです。 

○ 建物の築年数は何年か。雨漏り、白アリなどの跡はないか。 

○ 違反建築になっていないか（建築確認の検査済証がなかったり、建築後に増改築してい

る場合、建て替えに支障のある場合がある）。 

○ 隣地との境界は（できれば隣地の所有者に立ち会ってもらい確認する）。 

○ 敷地内に、不自然な枡
ます

やマンホールはないか（他人の排水管や農業用水路などが敷地内

に敷設されている可能性がある）。 

○ 契約不適合責任（契約時にはわからなかったが、引渡しを受けてからわかる欠陥の責任

を売主が負うもの）の期間。［P.51『参考資料３ 契約不適合責任』参照］ 

○ 現状有姿の範囲は（照明器具、冷暖房器具、植木などはどうなるのか、付帯設備一覧表 

により確認する）。［次頁『付帯設備一覧表』参照］ 

○○病院 

□ □ □ □ □ 

□ □ □ □ □ 

□ □ □ □ □ 

 

４ 物件調査のポイント 

 

 ☂ ☁ ☆ 

○○市役所 

□ □ □ 

□ □ □ 

□ □ □ 

 

 

 



11 

登記を調べる 

 “不動産を買うことは、登記を買うこと”と言われるくらい登記は重要ですので、

かならず契約前に購入者自ら登記記録や公図等を閲覧しましょう。 
 

（調査方法） 

１．調べようとする物件を管轄する法務局［P.56『参考資料８ 関係官公庁・各種団体』参

照］の登記記録（登記簿）で調査しましょう。不動産の登記記録は、誰でも手数料を

払えば、閲覧したり、登記事項証明書等を交付してもらうことができます。 

さらに、公図（土地の地図台帳）も閲覧できますので、道路の状況、隣地との関

係なども確認しましょう。 
 

２．土地なら正確な所在・地番を、建物登記なら正確な家屋番号まで判明していない

と閲覧できません。 

所在地の表示の仕方には、登記記録上の地番と住居表示番号の２種類があります

が、登記の記録を閲覧する際には、まず地番を調べてから行いましょう。（法務局に

備え付けられているブルーマップ等で地番を確認する方法もあります。） 
 

3． 不動産登記記録には、土地登記記録と建物登記記録の２つがあり、各々登記用紙

は、「表題部」、「権利部（甲区）」、「権利部（乙区）」に分かれています。 

 ・「表題部」には、物件を特定するための表示。 

 ・「権利部（甲区）」には、所有権に関すること。 

 ・「権利部（乙区）」には、所有権以外の権利（抵当権など）に関することが、記載

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

留 意 事 項 
 

１． 宅地建物取引業者から登記事項証明書等を見せてもらう場合、その交付

年月日を確かめましょう。日付けが古い場合、記載事項が変更されてい

ることもありますので、できるだけ直近の日付けのものを見せてもらい

ましょう。 
 

２． 中古住宅を購入する場合、広告などに記載されている「築○年」と、登

記の記録とが一致しているかどうかを確認しましょう。 
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登記記録（登記簿）の見本 
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登記の記録・公図

 不動産登記には、公示はあっても、公信力は無い？ 

登記の効力の中心は対抗力です。不動産の権利（所有権など）を他人に主張できるの

が対抗力ですが、登記があるからといって、登記の内容どおり、所有権などの発生や移

転があるのかどうかはわかりません。不動産登記にはそういった効力（公信力）が無い

からです。ですから、登記を信じて取引した人が保護されないこともあります。 

しかしながら、登記（公示）することにより、一定の対抗力もあり、権利があると推

定されるということになります。 
 

抵当権と根抵当権 

不動産を購入する際に銀行等から融資を受けた場合、銀行等はその物件に対し、抵当

権を設定します。当然、その物件を売却する際には、この抵当権が、抹消されることが、

原則です。これに対し、根抵当権は、一定の範囲に属する不特定の債権を極度額の限度

で担保する抵当権で、銀行等が取引先と継続的に取引する場合に契約で設定するもので

す。普通の抵当権では、債務が消滅すると抵当権も消滅しますが、根抵当権については、

その場合でもなお効力を有するので注意が必要です。 
 

公図って何？ 

公図というのは、明治初期に

徴税目的で作成され、登記所に

ある土地図面で、土地の登記簿

の地番が一筆ごとに書かれて

います。公図には、土地の大ま

かな位置関係や形状、道路や隣

地との境界などが記載されて

いますので、土地の実況検分を

するには不可欠なものである

といえます。 

したがって、公図は、不動産

に関する各種の法令上の制限

などの関連で、隣地や公道との

位置関係である場合などを調

べるには役に立ちます。しか

し、面積や配列等の精度は高く

ありませんので、現地を正確に

反映しているとはいえないと

いうことも、知っておく必要が

あるでしょう。 
 

（不動産登記簿や公図については法務局へお問合せください［ P.56『参考資料８ 関係官公庁・各

種団体』参照］） 

 

(注)地図に準ずる図面は、土地の区画を明確にした不動産登記法所定の

地図が備え付けられるまでの間、これに代わるものとして備え付け

られている図面で、土地の位置及び形状の概略を記載した図面です。 

12-1 
12-14 

12-2 

12-3 

12-4 

12-9 

12-13 

107-2/2 

115-1-2/2 

2/2 

11-6 

11-1 

11-3 

11-5 

11 

-4 

11-7 11 

-8 

11-9 

Ｎ 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ   
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都市計画や法令制限を調べる 
 宅地の造成や建物の建築には、様々な法律上の制限が加えられており、家を建て

ることができない土地や、現に家は建っているが、将来の建て替えができない、も

しくは一定の制限を受けるといった土地が存在します。 

（具体例） 

・市街化調整区域内の土地 

・都市計画道路予定地内の土地 

・長屋住宅（連棟）で建築確認を取った後に一戸建て住宅を建てた場合（違法建築） 

また、建物を建築するには、原則として敷地が建築基準法上の道路に２ｍ以上接

していなければなりません。いわゆる「旗ざお地」などで、他人地を通路にして建

築確認を受けている物件などは、現時点で違法建築となっている場合もあります。

このような物件を購入してしまうと、大きな損害を受ける恐れがありますので、物

件が所在する市町村の建築・都市計画関係課で十分に調査をしておきましょう。 
 

図面等をもらいましょう 

１．土地の実測図をもらいましょう。 

２．重要事項説明を受けるときに、建物の形状・構造などを書いた図面と仕様書も

一緒にもらい、内容を調べましょう。特に、未完成物件の場合は、事前に説明を

受けていたものと、完成したものが違うというトラブルがありますので、必ずも

らうようにしましょう。 

  主な設計図書は、次のとおりです。（一戸建て住宅を参考にします） 

付近見取図や 

配 置 図 

・現場付近の見取図 

・敷地の境界線や敷地内の建築物の位置、よう壁、し尿浄化槽の位置、接

道状況など 

各 階 平 面 図 
（間 取 図） 

・建物の平面を各階ごとに記載したもの 

立 面 図 ・建物を東西南北から、その外観を真正面から記載したもの 

矩 形 図
か な ば か り ず

 

（断 面 図） 
・建物の断面図で、各部分の標準の高さ・寸法や構造などを記載したもの 

面 積 表 ・敷地面積、建築面積、各階床面積、延べ床面積などを記載したもの 

仕 上 げ 表 
・建物内外の仕上げ寸法と材料を一覧表にして記載したもの 

・他の図面で明記されていないもので、工事範囲に含まれるものの名称や

内容を記載したもの 

設備関係図面 ・電気、ガス、給排水などの配線や配管、器具等について記載したもの 

(工事 )仕様書 
・施工方法や仕上げの程度など、他の図面等で記載されない事項を記載し

たもの 

３．新築戸建住宅の場合、引き渡しを受けるときに工事竣工図をもらいましょう。

これは、建物の構造、給排水衛生設備、電気・ガス設備などを示した図面で、建

築確認申請に使用した図面と同程度に詳しいものです。 
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取引に先だって必ず重要事項説明書をもらおう 

 宅地建物取引業者は、取引物件の権利関係や法令上の制限など重要な事

項について、買主に対し売買契約が成立するまでに、「宅地建物取引士」に

説明させ、重要事項説明書を交付することが法律で義務付けられています。 

 この場合、「取引士証」を提示して、説明することになっていますので、

必ず提示を求め、確認してください。 

 なお、物件の説明で、後日、トラブルになる事が多いので、重要事項の

説明の際には、疑問に思うこと、わかりにくいことは、必ず取引士に質問

し、重要事項説明書に記載してもらいましょう。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 重要事項の説明と書面の交付 

 

 

 

 ！口約束はトラブルの元です！ 
業者の口頭の説明を信じて契約したけれど

も、後でそれが事実でなかった場合に、虚偽

の説明だったことを立証できず「泣き寝入

り」したという事例が見られます。後でトラ

ブルにならないように、説明内容や約束事を

書面に残しておくことが大切です！ 
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お金を支払う前に契約書を読んで理解する 
 トラブル防止のために、必ず売買契約書を取り交わしましょう。なお、不動産取引

では、業者は、契約した内容を必ず書面で交付することが義務付けられています。 

 後になって、こんな不利な契約内容なら契約しなかったのに、と悔んでも後の祭り

ですから、手付金を支払う前に、あらかじめ業者から契約書の見本を入手するなどし

て、その内容をよくチェックしておくことが大切です。 

不動産の契約には、ある程度の専門知識が必要ですから、契約書で意味のわからな

い文言や納得のいかない文言があるときは、十分理解できるまで契約しないようにし

ましょう。不動産取引に詳しい知人等に相談するのも一つの方法です。 
 

チェックポイント＆明記すべき事項 

 売主は契約不適合責任を負うか？負う場合、契約不適合責任の期間は？［P.51『参

考資料３ 契約不適合責任』参照］ 

 融資を受ける場合、金融機関、融資額、融資承認予定日は明記されているか？［P.31

『土地・建物売買契約書の参考例』(Ⅰ)融資利用の場合 参照］ 

 融資が不成立の場合に契約を白紙解除できる旨の条項（いわゆるローン条項）が

あるか？解除の期限は？［P.35『土地・建物売買契約書の参考例』第 19 条、P.42『Ⅱ.不動

産取引の紛争事例』(1)参照］ 

 特約があるか？ある場合、どのような内容か？ 

・ 建築条件［P.49『参考資料２ 建築条件付土地売買契約』参照］ 

・ 買換え特約［P.4『買換えをするときの注意点』・P.36『土地・建物売買契約書の参考例』・P.42

『Ⅱ.不動産取引の紛争事例』(2)参照］ 

 購入物件が抵当権等担保付の

場合は、その担保を誰がいつ

抹消するのか？［P.33『土地・

建物売買契約書の参考例』第 11 条  

参照］ 

 税金等は、誰が負担するの

か？［P.3３『土地・建物売買契約

書の参考例』第 13 条 参照］ 

 売買代金以外の登記費用など、

諸費用の負担をどうするの

か？［P.33『土地・建物売買契約

書の参考例』第９条・12 条 参照］             

 中古物件の場合、植木や備え付けクーラーなどの従物についての取り扱いは？  

 

６ 契約の際には、こんな注意を 

 

 

（※主物と従物：土地や建物などを主物とした場合に、付属する建具などを従物といいます。） 
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申込証拠金等（申込金、預り金） 

 不動産の購入申込みに際して、申込証拠金等を支払うことがありますが、契約前

に契約キャンセルとなった場合、業者は買主に返金しなければなりません。申込証

拠金等を支払う際は、契約がキャンセルになった場合は返金する旨を領収書に明記

してもらいましょう。 

ただし、契約が成立すると、申込証拠金等は手付金に充当され、契約解除しても

返金されないのが一般的ですのでご注意ください。 
  

手付金・違約金は２割まで（業者が売主の場合） 
 売買契約の成立と同時に、買主から手付金が支払われるのが一般的です（事前に

申込証拠金等を支払っている場合、通常はそれが手付金に充当されます）。手付金を

支払ったときは、必ず売主の領収書をもらいましょう。 

手付にはいろいろな性質がありますが、そのひとつが解約手付です。具体的には、

業者が売主として手付を受け取った場合、業者が契約の“履行に着手する”まで

は、買主はその手付を放棄すれば契約の解除ができます（いわゆる手付解除）。 

 なお、売主が業者の場合、手付金や違約金等を売買代金（消費税を含む）の 2 割

を超えて定めることは禁じられています。 
 

 

ＭＭＭＥＥＥＭＭＭＯＯＯ 履行の着手とは？ 
 

 契約に基づく履行の着手とは、例えば、次のような行為がなされた場合が

考えられます。 
 

……買主に対する所有権移転登記の準備をととのえ、買主に対し

て、代金を持って、法務局等に来るように促した場合など。 
 

……代金を準備して、売主に履行を促した場合や中間金の支払いを

行なった場合など。 

手付金等の保全措置（業者が売主の場合） 
 物件の引渡し前に売主業者が倒産するなど、物件の引渡しが受けられない不測の

事態が発生したときでも、購入者が支払った手付金等(*1)の返還を受けることがで

きるように、売主業者は、一定額以上(*2)の手付金等を受け取る場合には保全措置

をしなければなりません。具体的には、保証協会などの第三者機関の保証等を付け

るとともに、その第三者機関等が発行する保証書等を、購入者に交付しなければな

りません。 

*1 中間金・内金等も含みます 

*2 売買代金（消費税を含む）の 10％（未完成物件の場合、5％）か 1,000 万円を超える額 
 

売主の履行 

の 着 手 

買主の履行 

の 着 手 


